
宗谷定住自立圏市町村長懇談会（結果概要） 

 

１ 日時及び場所 

  平成27年1月19日（月） 16時00分 ～ 17時00分 

  北海道宗谷合同庁舎 ２階 ６号会議室 

 

２ 出席者 

  別添、出席者名簿参照 

 

３ 内 容 

 （１）会議次第２ 事務局説明について 

   「宗谷定住自立圏市町村長懇談会事務局説明要旨」をもとに資料１及び資料２により次の

とおり説明。 

・定住自立圏構想推進要綱（総務省）の改正により、今後も年１回以上懇談会を開催。 

・平成２３年から圏域として、取組を展開。取組が進んだ主な連携事業は４つ 

・平成２７年度で第１期ビジョン終了。次期ビジョンで連携した取組を進める事業として

２つの事業を提案。 

  （防災に関する相互応援体制整備事業、公共施設の相互利用） 

   ※懇談の中で事務局から、公共施設の相互利用についてはスポーツ合宿 

の誘致との関連で各自治体の施設の利用を検討している旨の補足説明あり。 

 

（２）会議次第３ 懇談について 

   ①確認事項 

    ・ 平成２８年度以降も、次期ビジョンとして宗谷定住自立圏の取組を継続する。 

・ 次期ビジョンにおいて事務局提案の２事業の取組みを進めることについて了承 

   ②構成町村長の主な意見等 

○防災関連 

・地域が広大、災害が多くなっている状況から考えると、被災した町の孤立解消 

のためには現実的な取組。できるだけ早く具体的に着手すべき。 

・（災害時に）助けをいただくことはすごく心強い。陸地の方からも支援いただけ 

れば大変ありがたい。ぜひお願いしたい。 

・災害・事故も含めた体制を広域で連携していくことは、大事な時期にきている 

と認識している。 

       ○ちょっと暮らし 

     ・すぐに受け入れ態勢を整備できないところもある。相応の負担が必要になるとは思

うが、ちょっと暮らしで来た人が受け入れ施設のあるところを拠点にして、宗谷の

各地に行けるような取り組みはできないか？ 

      （工藤市長から、事務局に検討の指示あり。） 

    ○観光 

     ・圏域内には稚内空港、利尻空港があるが、現在、関西、中部からの航空便は無 

くなっている。このままの状態が定着すると大変な状況になるので、運行再開 

の要望についても考えていただけたらと思っている。 

 

４ その他 

  懇談会終了後、北海道宗谷総合振興局から道の事業「北の TOP プロジェクト」についての

説明あり。 

資料２ 
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新たに取組を進める事業について 

 

１ 連携事業 

（１）防災に関する相互応援体制整備事業 

  ① 事業概要 

    別添のとおり 

  ② 新たに取組を進める理由 

    現行ビジョンに記載されている「災害時相互応援体制整備事業」の中では、事業一覧において、「大

規模災害発生時の応援体制の強化や備蓄品の相互利活用について検討を行う。」としているが、圏域内

での「相互応援協定」の締結、運用までを対象とする内容に変更する。 

  ③ 想定される効果 

    防災に関する相互応援協定の中に、中心市を設定することにより、事前対応として 

     ・災害対策物資等の保有状況等に関する情報の一元化 

     ・連携した防災（災害対応）訓練の実施 

     ・防災に関する情報共有の効率化 

   等を進めることができ、迅速で効果的な相互応援が可能になる。 

  ④ 課 題 

    ・ 他の防災に関する相互応援協定（例：災害時等における北海道及び市町村相互の応援に関する 

協定等）との調整。 

    ・ 中心市の役割設定の検討 

    ・ 北海道（宗谷総合振興局）との連携の検討 

    ・ 中心市が被災した際の対応    等 

  ⑤ 参考資料 

    日本水道協会北海道地方支部道北地区協議会 災害時相互応援に関する協定 

 

（２）公共施設の相互利用 

  ① 事業概要 

    別添のとおり 

  ② 新たに取組を進める理由 

    現行ビジョンに記載されている「社会教育施設等活用事業」に代えて、対象施設を拡大し、事業内

容を明確化することにより、従来の事業効果に加え、施設の有効利用や住民交流の活性化が期待され

る。 

  ③ 想定される効果 

    同上 

  ④ 課 題 

    ・ 利用可能な施設等の洗い出し。 

    ・ 手数料条例等、関係する規則の整理。 

    ・ 定住自立圏形成協定の変更が必要。 

  

２ 今後の進め方 

   平成 28年 3月策定予定の次期「宗谷定住自立圏共生ビジョン」において連携事業とし、体制整備及

び運用開始を目指す。 

 

市町村長懇談会 配布資料 
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新たに取組を進める事業 １ 

 

防災に関する相互応援体制整備事業 

 

（１）共生ビジョンの体系 

視点 ア．生活機能の強化 

分野  ⑥ 防災 

施策   ⑥‐1 圏域内防災体制の整備 

取組内容 
   ◆ 災害の発生に備え、防災に関する相互応援体制を整備

する。 

事業名     ● 防災に関する相互応援体制整備事業  

 

（２）取組内容と具体的な事業 

事業名 防災に関する相互応援体制整備事業 

関係市町村 全市町村 

取組内容 ○災害発生に備え、防災に関する相互応援体制を整備する。 

事業内容 
○圏域内で防災に関する相互応援協定を締結することにより、防災

及び応急対応の体制を整備し運用する。 

効果 
○圏域内の災害に対し、発生時の被害の軽減や、迅速でより効果的

な応急対応を進める事で圏域内住民の安全・安心の向上を図る。 

事業費 
2８年度 29年度 30年度 31年度 32年度 計 

      

役割分担 各自治体が必要な経費を負担する。 

補助制度等  
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新たに取組を進める事業 ２ 

 

公共施設の相互利用 

 

（１）共生ビジョンの体系 

視点 イ．結びつきやネットワークの強化に係る政策分野 

分野  ④ 地域内外の住民との交流・移住促進 

施策   ④‐１ 公共施設の相互利用 

取組内容 
    ◆ 圏域内の市町村が保有している公共施設等について

圏域内での利便性の向上を図る。 

事業名      ● 公共施設の相互利用 

 

 

（２）取組内容と具体的な事業 

事業名 公共施設の相互利用 

関係市町村 全市町村 

取組内容 
○圏域内の市町村が保有している公共施設等について、圏域内での

利便性の向上を図る。 

事業内容 

○公共施設の利用料金について、各市町村が行っている住民割引等

の制度を圏域内住民に拡大する。 

また、各市町村が行う移住体験事業の対象者にも適用する。 

効果 

○各市町村が設置運営している公共施設について、圏域内での相互

利用の利便性が向上することにより、有効活用が図られる。 

また、圏域内での住民交流の活性化が図られる。 

事業費 
2８年度 2９年度 30年度 31年度 32年度 計 

      

役割分担 各自治体が必要な経費を負担する。 

補助制度等  

  

 

 

 
















